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料金その他の供給条件の内容 

 

スマートライフプラン 

 

Ⅰ 本 則 

 

 1  対象となるお客さま 

  電灯または小型機器を使用され，当該一般送配電事業者（栃木県，群馬県，

茨城県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，山梨県および静岡県〔富士川

以東〕を供給区域とする一般送配電事業者に限ります。）が定める託送約款

等の電灯標準接続送電サービスまたは電灯時間帯別接続送電サービスの対象

となるお客さまで，別表 1 （夜間蓄熱式機器）に定める小型機器（以下「夜

間蓄熱式機器」といいます。）または別表 2 （オフピーク蓄熱式電気温水器）

に定める小型機器（以下「オフピーク蓄熱式電気温水器」といいます。）を

使用し，夜間蓄熱式機器の総容量（入力）またはオフピーク蓄熱式電気温水

器の総容量（入力）が 1 キロボルトアンペア以上であり，かつ，当社との協

議が整ったお客さまを対象といたします。 

 

 2  供給条件の変更 

 (1) 当社は，この供給条件を変更することがあります。この場合，料金その

他の供給条件は，変更後の供給条件によります。 

 (2) 託送約款等の変更または法令の制定もしくは改廃により，この供給条件

を変更する必要が生じた場合，当社は，変更後の託送約款等または法令を

ふまえ，この供給条件を変更することがあります。この場合，契約期間満

了前であっても，料金その他の供給条件は，変更後の供給条件によります。 

 (3) 小売電気事業の登録の申請等に関する省令第 3 条第 1 項各号に規定する

事項を変更する場合は，当社は，原則としてその変更の内容のみをお客さ

まにお知らせいたします。 
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 3  契 約 電 力 

 (1) 契約電力とは，契約上使用できる最大電力（キロワット）をいいます。 

 (2) 各月の契約電力は，次の場合を除き，その 1 月の最大需要電力（託送約

款等に定める接続供給電力の最大値をいいます。）と前11月（特別の事情

がある場合は，前11月以内でお客さまとの協議により定めた期間とするこ

とがあります。）の最大需要電力のうち，いずれか大きい値といたします。

なお，契約電力の単位は， 1 キロワットとし，その端数は，小数点以下第 

   1 位で四捨五入いたします。ただし，算定された値が0.5キロワット以下と

なる場合は，契約電力を0.5キロワットといたします。 

  イ 新たに電気の供給を受ける場合は，料金適用開始の日以降12月の期間

の各月の契約電力は，その 1 月の最大需要電力と料金適用開始の日から

前月まで（特別の事情がある場合は，料金適用開始の日から前月までの

間でお客さまとの協議により定めた期間とすることがあります。）の最

大需要電力のうち，いずれか大きい値といたします。ただし，この供給

条件により電気の供給を受ける前から引き続き当該一般送配電事業者の

供給設備を利用される場合には，この供給条件による電気の供給を受け

る前の電気の供給は，契約電力の決定上この供給条件によって受けた電

気の供給とみなします。 

  ロ 需要場所における負荷設備を増加される場合等で，増加された日を含

む 1 月の増加された日以降の期間の最大需要電力の値がその 1 月の増加

された日の前日までの期間の最大需要電力と前11月（特別の事情がある

場合は，前11月以内でお客さまとの協議により定めた期間とすることが

あります。）の最大需要電力のうちいずれか大きい値を上回るときは，

その 1 月の増加された日の前日までの期間の契約電力は，その期間の最

大需要電力と前11月（特別の事情がある場合は，前11月以内でお客さま

との協議により定めた期間とすることがあります。）の最大需要電力の

うちいずれか大きい値とし，その 1 月の増加された日以降の期間の契約

電力は，その期間の最大需要電力の値といたします。 

  ハ 需要場所における負荷設備を減少される場合等で， 1 年を通じての最

大需要電力が減少することが明らかなときは，減少された日を含む 1 月
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の減少された日の前日までの期間の契約電力は，その期間の最大需要電

力と前11月（特別の事情がある場合は，前11月以内でお客さまとの協議

により定めた期間とすることがあります。）の最大需要電力のうちいず

れか大きい値とし，減少された日以降12月の期間の各月の契約電力（減

少された日を含む 1 月の減少された日以降の期間については，その期間

の契約電力といたします。）は，需要場所における負荷設備の内容， 1 年

間を通じての最大の負荷，同一業種の負荷率，操業度等を基準として，

お客さまとの協議によって定めた値といたします。ただし，減少された

日以降12月の期間で，その 1 月の最大需要電力と減少された日から前月

までの最大需要電力のうちいずれか大きい値がお客さまとの協議によっ

て定めた値を上回る場合（減少された日を含む 1 月の減少された日以降

の期間については，その期間の最大需要電力の値がお客さまとの協議に

よって定めた値を上回る場合といたします。）は，契約電力は，その上

回る最大需要電力の値といたします。 

 

 4  季節区分，平日休日区分および時間帯区分 

 (1) 季節区分は，次のとおりといたします。 

  イ 夏 季 

   毎年 7 月 1 日から 9 月30日までの期間をいいます。 

  ロ 冬 季 

   毎年12月 1 日から翌年の 2 月28日までの期間（翌年が閏年となる場合は，

翌年の 2 月29日までの期間といたします。）をいいます。 

  ハ そ の 他 季 

   夏季および冬季以外の期間をいいます。 

 (2) 平日休日区分は，次のとおりといたします。 

  イ 平 日 

   ロにいう休日以外の日をいいます。 

  ロ 休 日 

   別表 3 （休日）に定める日をいいます。 
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 (3) 時間帯区分は，次のとおりといたします。 

  イ ピ ー ク 時 間 

    夏季の平日における毎日午前10時から午後 5 時までの時間をいいま

す。 

  ロ オフピーク時間 

    毎日午前 7 時から午後11時までの時間をいいます。ただし，ピーク時

間を除きます。 

  ハ 深 々 夜 時 間 

    毎日午前 1 時から午前 6 時までの時間をいいます。 

  ニ 夜 間 時 間 

    ピーク時間，オフピーク時間および深々夜時間以外の時間をいいます。 

 

 5  料 金 

  料金は，基本料金，電力量料金および電気需給約款［低圧］（以下「需給

約款」といいます。）別表 1 （再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によ

って算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。た

だし，電力量料金は，燃料費調整単価が需給約款別表 2 （燃料費調整）(1)ロ

(ｲ)によって算定される場合は，需給約款別表 2 （燃料費調整）(1)ニによっ

て算定された燃料費調整額を差し引いたものとし，燃料費調整単価が需給約

款別表 2 （燃料費調整）(1)ロ(ﾛ)によって算定される場合は，需給約款別表 

  2 （燃料費調整）(1)ニによって算定された燃料費調整額を加えたものといた

します。 

 (1) 基 本 料 金 

   基本料金は， 1 月につき次のとおりといたします。ただし，契約電力が

0.5キロワットの場合の基本料金は，契約電力が 1 キロワットの場合の基本

料金の半額といたします。また，まったく電気を使用しない場合の基本料

金は，半額といたします。 

 契約電力 1 キロワットにつき 450円00銭  
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 (2) 電 力 量 料 金 

   電力量料金は，その 1 月の季節別，平日休日別および時間帯別の使用電

力量によって算定いたします。 

  イ ピ ー ク 時 間 

  1  キロワット時につき 25円33銭  

  ロ オフピーク時間 

    夏季，冬季，その他季共通 

  1  キロワット時につき 25円33銭  

  ハ 深 々 夜 時 間 

    夏季，冬季，その他季共通 

  1  キロワット時につき 17円46銭  

  ニ 夜 間 時 間 

    夏季，冬季，その他季共通 

  1  キロワット時につき 25円33銭  

 (3) 最低月額料金 

   (1)および(2)によって算定された基本料金と電力量料金との合計が次の

最低月額料金を下回る場合は，その 1 月の料金は，次の最低月額料金およ

び需給約款別表 1 （再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定

された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。 

  1  契 約 に つ き 231円55銭  

 

 6  使用電力量の算定 

 (1) 使用電力量は，託送約款等に定めるお客さまの供給地点に係る30分ごと

の接続供給電力量といたします。 
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 (2) 料金の算定期間の季節別，平日休日別および時間帯別の使用電力量は，

季節別，平日休日別および時間帯別に，30分ごとの使用電力量を，料金の

算定期間（ただし，需給契約が消滅する場合で，特別の事情があるときは，

消滅日の前日を含む計量期間等の始期から消滅日までの期間といたしま

す。）において合計した値とし，その端数は，小数点以下第 1 位で四捨五

入いたします。また，料金の算定期間の使用電力量は，料金の算定期間の

季節別，平日休日別および時間帯別の使用電力量を合計した値といたしま

す。 

 

 7  契 約 期 間 

  契約期間は，次によります。 

 (1) 契約期間は，需給契約またはその変更が成立した日から，料金適用開始

の日以降 1 年目の日までといたします。ただし，契約種別の変更を希望さ

れる場合の変更後の契約期間は，需給契約の変更が成立した日から変更後

の料金適用開始の日以降 1 年目の日までといたします。 

   また，契約種別の変更を希望される場合の変更後の料金適用開始の日は，

原則として計量期間等の始期といたします。 

 (2) 契約期間満了に先だってお客さままたは当社から別段の意思表示がない

場合は，需給契約は，契約期間満了後も 1 年ごとに同一条件で継続される

ものといたします。この場合，当社は，原則として継続後の契約期間のみ

をお客さまにお知らせいたします。 

 (3) 契約期間満了に先だって，原則としてこの供給条件以外の供給条件に需

給契約を変更することはできません。 

 

 8  そ の 他 

 (1) この供給条件からこの供給条件以外の供給条件に需給契約を変更された

後 1 年に満たないお客さまについては，この供給条件を適用いたしません。 

 (2) その他の事項については，需給約款のスタンダードＳまたはスタンダー

ドＬにかかわる規定を準用するものといたします。 

 (3) この供給条件の実施上必要な細目的事項については，Ⅱ（実施細目〔適
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用範囲〕）によるものといたします。 
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Ⅱ 実施細目（適用範囲） 

  

 1  夜間蓄熱式機器 

 (1) 夜間蓄熱式機器とは，別表 1 （夜間蓄熱式機器）に該当する貯湯式電気

温水器および蓄熱式電気暖房器等の機器をいいます。 

 (2) 別表 1 （夜間蓄熱式機器）の「主として深々夜時間または夜間時間に通

電する機能」とは，お客さまが当該機器への主たる通電時間を深々夜時間

または夜間時間とすることのできる装置を取り付けた場合を含みます。 

 (3) 夜間蓄熱式機器を取り付けもしくは取り替えまたは取り外される場合

は，当社に申し出ていただきます。 

   なお，お客さまが無断で夜間蓄熱式機器を取り付けもしくは取り替えま

たは取り外された場合で，引き続き変更前の需給契約内容により電気を使

用されたときは，当社は，需給約款31（解約等）(1)に準じて需給契約を解

約することがあります。 

 (4) 当社は，別表 1 （夜間蓄熱式機器）に定める夜間蓄熱式機器の機能を確

認させていただきます。この場合，当社は，夜間蓄熱式機器の機能を証明

する書類等を提示していただくことがあります。 

 

 2  オフピーク蓄熱式電気温水器 

 (1) オフピーク蓄熱式電気温水器とは，別表 2 （オフピーク蓄熱式電気温水

器）に該当する貯湯式電気温水器および給湯機能と床暖房等の機能をあわ

せて有する貯湯式電気温水器等の機器をいいます。 

 (2) オフピーク蓄熱式電気温水器を取り付けもしくは取り替えまたは取り外

される場合は，当社に申し出ていただきます。 

   なお，お客さまが無断でオフピーク蓄熱式電気温水器を取り付けもしく

は取り替えまたは取り外された場合で，引き続き変更前の需給契約内容に

より電気を使用されたときは，当社は，需給約款31（解約等）(1)に準じて

需給契約を解約することがあります。 

 (3) 当社は，別表 2 （オフピーク蓄熱式電気温水器）に定めるオフピーク蓄
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熱式電気温水器の機能を確認させていただきます。この場合，当社は，オ

フピーク蓄熱式電気温水器の機能を証明する書類等を提示していただくこ

とがあります。 
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附 則（実施期日） 

 

 この供給条件は，平成29年11月 1 日から実施いたします。 

 

  



 

 - 11 - 

別 表 

 

 1  夜間蓄熱式機器 

  夜間蓄熱式機器とは，主として深々夜時間または夜間時間に通電する機能

を有し，通電時間中に蓄熱のために使用される機器をいいます。 

 

 2  オフピーク蓄熱式電気温水器 

  オフピーク蓄熱式電気温水器とは，ヒートポンプを利用して主として電力

需要の少ない時間帯に蓄熱し，お客さまが給湯に使用するためまたは給湯と

あわせて床暖房等に使用するために必要とされる湯温および湯量に沸きあげ

る機能を有する機器であって，夜間蓄熱式機器に該当しないものをいいます。 

 

 3  休 日 

  この供給条件において，休日とは，次の日をいいます。 

   土曜日 

   日曜日 

   「国民の祝日に関する法律」に規定する休日 

    1 月 2 日 

    1 月 3 日 

    4 月30日 

    5 月 1 日 

    5 月 2 日 

   12月30日 

   12月31日 


